[Book Review] Shigekazu Tanaka, International Economy and Industrial Organization : International Trade, Foreign Direct Investment and the Adjustment of Balance of Payments under Oligopoly by 佐竹 正夫 & Satake Masao
[書評] 田中茂和著『国際経済と産業組織 : 寡占と
貿易・直接投資・収支調整』
その他のタイトル [Book Review] Shigekazu Tanaka, International
Economy and Industrial Organization :
International Trade, Foreign Direct Investment
and the Adjustment of Balance of Payments
under Oligopoly
著者 佐竹 正夫
雑誌名 關西大學商學論集
巻 40
号 6
ページ 711-724
発行年 1996-02-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00019280
関西大学商学論集第40巻第6号 (1996年2月） （711)75 
【書評】
田中茂和著『国際経済と産業組織一寡占
と貿易・直接投資・収支調整一』
佐竹正夫
1. 
国際経済学の近年のもっとも大きな変化は，不完全競争モデルが貿易理論
の中に陽表的に組み入れられるようになったことであろう。これによって完
全競争を前提に導出されていた従来の（ともすれば単純な）貿易利益と貿易
政策の命題に修正が加えられ，理論の幅が広くかつ深くなり，現実に対する
説明力が増加した。そして国際貿易を不完全競争の市場構造の下で議論する
ことは，国際貿易論と産業組織論を結びつける作用をもたらした。本書の著
者，田中茂和氏はこの分野における数少ない先駆者の一人で，意欲的に研究
を続けられ，実証研究の面で業績をあげられた。
本書は， 実証研究を中心とする不完全競争（寡占）と貿易に関する研究
に，最近の日米経済摩擦に関する論文を加えて編まれたものである。ただし
著者は，過去の論文をそのままの形で載せるのではなく， 「加筆・修正し，
新たに書き下ろしたものを加えて再構成」 (p.11) している。これは本書全
体を不完全競争と国際経済という一貫したテーマで構成しようとする著者の
意図の現れであろう。 それは，「国際経済理論と産業組織論の総合と， 伝統
的な国際経済理論における基本的仮定の一つである完全競争の仮定をゆるめ
てその理論の拡張をする」 (p.11)ことが本書の目的であるという著者の言
葉によく示されている。
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本書は全体で330頁， 3部， 18章から成り， I部が理論， I部が実証，そ
して皿部が応用・政策となっている。このように本書は方法の面でも，また
内容的にも多彩である。このような本書に十分な批評を加えることは，評者
の能力では困難であるが，次節以下各部ごとに簡単な内容の紹介と若干の疑
問やコメントを提示し， 最後に全体的な評価を加え， 評者の責を果たした
い。なお私のコメントには思わぬ誤解があると思われるが，そのような場合
はご容赦願いたい。
参考までに本書の目次を掲げておくと，次のようになる。
I部 独占・寡占と国際貿易・外国争替市場
1章二国・ニ財モデルにおけるリプチンスキ一定理およびストルパー・
サミュエルソン定理一独占への拡張
2章 国内財独占と貿易の純粋理論ーニ国・三財モデルの独占への拡張
3章産業保護と雇用に関する一般均衡独占モデル分析
4章 独占の下での外国為替市場の安定性
5章 硬直価格の下での平価変更と国際収支一部分均衡分析
6章硬直価格の下での中間財輸入と為替レート調整ー一般均衡分析
7章外国為替市場の効率性
I部 国際貿易・直接投資と市場構造・市場成果
8章 国際貿易と直接投資の市場構造・市場成果
9章対内直接投資と市場構造・市場成果
10章多国籍企業と競争秩序
11章我が国製造業における対内直接投資と産業組織
12章我が国における為替レートと直接投資
13章寡占的市場構造と輸入競争
14章我が国写真フィルム産業における寡占構造と輸入競争
15章我が国製造業における国際貿易と市場成果
皿部 内外価格差・貿易摩擦の経済学
16章 内外価格差の経済学
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17章 日米構造協議の経済学
18章 日米包括協議の経済学
2. 
本書の 1部には，国際経済学の理論に関する論文が集められている。 7章
を除き，問題は貿易財や非貿易財産業が独占企業によって担われたり、ある
いは独占的な貿易業者によって輸出入価格が硬直的である場合に，従来の国
際貿易の議論が成立するか否かという点にある。いずれも代数が用いられ，
はじめに記号の説明と静学モデルの提示があり， 次に比較静学による展開
と，基本的な手続きがとられる。
1章は，伝統的な 2国2財2要素モデルにおいて，財市場だけに独占の歪
みがある場合に，ヘクシャー・オリーンモデルの重要な 2命題であるリプチ
ンスキ一定理とストルパー・サミュエルソン定理が成立するかを問うもので
ある。要素市場は完全競争にあると仮定されているために，完全雇用が成立
し生産は生産フロンティア上で行われる。ここでは二つの産業とも独占にあ
ると仮定されているので，二つの財に関する需要の価格弾力性が同じであれ
ば，貿易後の均衡は，完全競争の閉鎖経済均衡と同じになる可能性が生じる。
しかし独占が一産業であれ両産業であれ，二つの定理とも成立することが示
される。
2章は，非貿易財が導入され， 2国3財3要素モデルが考察の対象とな
る。ただし前章と異なって，貿易財産業は完全競争にあり非貿易産業のみが
独占にある。この場合にやはり 1章と同じ二つの定理が妥当するかどうかが
検討される。結論はリプチンスキー定理は成立するが，ストルパー・サミュ
エルソン定理は国内財との関係では成立しないということである。
3章は 1章と同じ設定の下に，労働分配率が労働集約性の代理変数として
用いること（これは実証研究において行われる）が適切かどうかを論じてい
る。著者によれば，完全競争モデルでは労働集約性と労働分配率の符号は必
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ず一致するが，独占がある場合には必ずしも一致しないため，労働分配率を
労働集約性の代わりに用いることは適切ではない。ただ私には，このことだ
けを論証するのであれば，複雑な一般均衡モデルを用いる必要はないように
思われる。またこのことは，市場構造だけでなく財の数にも依存するものと
思われる。
4章は，一転して部分均衡分析による外国為替市場の安定条件に関する議
論である。安定条件はマーシャル・ラーナ一条件としてよく知られている
が，本章は財市場が独占であるときに，それがどのように変わるかという問
題を考察している。代数による検討の結果，安定性は通常の完全競争の状態
よりも増すことが示されている。計算の過程で，弾力性自体の価格に対する
反応をとった概念（この意味を考えることは難しい）が導入されているが，
私にはこの結論は当然のように思われる。なぜなら独占が成立していること
は，輸入需要の弾力性が 1よりも大きいところに価格が設定されることを意
味し，為替レートの切り下げによって外国通貨建ての自国の限界費用が下が
れば，当然外国通貨建ての輸出額は増加するからである。
5章では，輸出入業者が為替レートの変化を吸収する（これは為替差益や
差損が輸出入業者に帰属することを意味する）場合，安定条件がどのように
変化するかが議論される。結果は，誰が（輸出業者か輸入業者か）価格に支
配力を持つかに依存し，輸出業者が価格支配力を持つ場合には，安定的にな
るが，輸入業者の場合には不安定になる。また交易条件に対する影響も通常
の結論と異なることが示される。ただ，価格支配力を持つ業者が為替差損を
被るという想定は，不自然ではないだろうか。
6章は 5章と同じ貿易財価格の硬直性を前提にする収支調整メカニズム
を，今度はケインズ的な一般均衡モデルで検討するものである。ただしここ
でのケインズ・モデルは標準的なそれとは異なっているために，理解する上
で困難な面がある。たとえば(1)から(4)までの式がどのようにして導かれたの
か，あるいは(1)式や(2)式は自国通貨で測られているのか外国通貨で測られて
いるのかなど，基本的なところが解らず考え込んでしまった。
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I部の最後の 7章はこれまでの議論とは性格を異にし，外国為替市場の効
率性仮説をめぐる展望的な論考である。内容は，為替ディーラーの証言から
情報の不完全性と偏在を示すことから，実証研究の検定方法上の問題点の指
摘まで多様である。
I部は著者の比較的古い論文を集めていると思われるが， 8章を除いてい
ずれも数式モデルが提示され，それを展開する比較静学の手法が用いられて
いる。著者の理論家としての力量を伝えているが，評者としては次の点がや
や不満であった。第一に，研究論文にとってもっとも重要なのはオリジナリ
ティであることはいうまでもないことであるが，著者はこの点をもっと明確
に指摘すべきであったと思われる。例えば 1章から 3章までの論文は，おも
にバトラ (RaviBatra)の Studiesin the Pure Theory oj International 
Tradeの独占モデルに基づいていると思われるが，著者が工夫したのはどの
点なのか，バトラやその他「引用文献」に挙げられている論文との違いがど
こにあるのかが，もう少し明示的に説明されれば，著者の研究の位置づけが
明らかになり，論文の価値はもっと高められたと思われる。
第二に，ここでの議論はすべて数式によって説明されているが，モデルや
結論の経済的な意味を，言葉や図を用いてもう少し詳しく説明してもらえれ
ば有り難かった。数式は問題を精確に解く上では強力な武器になるが，数式
の機械的な展開は，かえって論理の直観的な理解や，理論の現実への適用を
考える上では，妨げになる場合がある。研究論文として限られた専門家だけ
を対象とする雑誌論文であれば，このようなスタイルで十分であるが，寡占
と国際経済を理論と実証の両面から把握しようとする著書であれば，経済的
な意味づけの説明にもっと配慮を図るべきではなかっただろうか。
3. 
I部は実証研究に基づいた八編の論文を集めている。テーマは，単純化し
ていえば，いずれも貿易や直接投資が相手国市場に競争的に働くかそれとも
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競争制限的に働くかという問題である。貿易理論は「自由貿易政策は最大の
競争政策である」と，外国との貿易機会の増加は国内市場を競争的にすると
考えている。しかしそれは理論の単純化，あるいは仮説であって，実際に貿
易が競争促進的であるのかどうかは，実証研究の課題であろう。このような
問題は， ミクロ的な議論であり，産業組織論の分野に属することである。こ
こには理論的なフレームワークを議論した論文と実証研究のサーベイ，そし
て著者自身の計量経済学の手法による実証研究と個別産業分析が含まれてい
る。貿易と競争の関係を論じた章は， 8章， 13章， 14章， 15章である。 8章
は実証研究のサーベイであるが，ここでは直接投資も扱っている。直接投資
は，残りの 9章から12章で議論されている。
はじめに著者の（特に13章の）議論に即して，貿易・直接投資と競争（市
場構造）の関係を理論的に整理しておこう。まず一般的には輸入は競争を促
進するといえる。しかし，（1）製品差別化と規模の経済性，（2）企業規模の違い
に基づく寡占の形態，（3）既存の国内企業の反応，によっては輸入は必ずしも
競争的に働かない。規模の経済や製品差別化がある市場では，その高い参入
障壁を越えて輸入がなされても，競争が増加するとは限らない。また寡占の
形態によっては一ーたとえば「競争的周辺部」に輸入が増加するのか否か
—競争的になるとはいえない場合も生じる。国内企業が輸入競争に対して
防衛的に産業の再編成を図ったりしても競争は阻害される。他には，国内企
業が輸入品の代理店を兼ねていたりする場合も， 輸入は競争的には働かな
い。しかし全体としては，輸入機会の増加は，市場を競争的にする作用を持
つ効果の方が強いと考えられる。
輸出の場合も，輸入と同じように輸出の増加はその産業における競争を激
しくする働きがある。 しかし， 他方で輸出は為替レートの変化や情報コス
ト，外国の規制の存在など国内販売に比べるとリスクが高く，差別的な価格
設定など優位性を発揮できる。このような場合には，輸出の増加は競争を低
め企業や産業の利潤率を高める。
直接投資の場合には，国内企業による参入との違いが，（1）新規参入の決定
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要因， （2）企業行動， （3）他企業の反応， の観点から考察されている （特に 9
章）。その際， 直接投資を行う多国籍企業の規模と多国籍という性質が重要
な要素になる。まず多国籍企業の巨大性は，参入障壁を容易に乗り越えられ
るから，市場を競争的にすることが考えられる。しかしこのことは同時にい
ったん投資を行ったら，今度は新規参入に対して阻害的に働くという「両刃
の剣」になる。第二に，多国籍企業はその「多国籍性」のためにリスク回避
的ではなく，共謀・制限的な度合が少ない。もっともそれは参入の形態に存
依する。 たとえば合弁や買収であれば， 競争に対して制限的である。第三
に，外国企業の進出は，国内企業の間に産業の再編成を行わせしめるので，
かえって競争が阻害されると議論されるが，それに対して著者は否定的であ
る。むしろ問題は，投資を行う企業側の行動が重要であるという。
これらの理論的な想定が正しいかどうかは，実証研究の課題である。 8章
は貿易と直接投資を説明変数に含む「市場構造・成果」の実証研究の展望論
文である。ここに取り上げられている研究は， 1971年から1985年までの40編
であり，論文別に，対象国，産業サンプル，検証方法，説明変数（その代理
変数），そして検証結果（貿易・直接投資と利潤率との関係）が表 1(pp. 90 
-99)にまとめられている。対象国としては， アメリカ合衆国がもっとも多
く (9)，日本とイギリスは 7, カナダが4となっている。多くの産業を対象
としたクロスセクションの回帰分析が大部分である。説明変数としては，国
内要因が集中度，規模の経済性，需要成長，製品差別化，資本集約度などで
あり，貿易・直接投資の代理変数には，輸入比率，関税率，輸出比率，そし
て外国小会社販売シェアが用いられている。
全体の研究の中で，輸入比率を用いた研究は30あり，その中で利潤率と有
意な負の関係を示しているのは20である。つまり 6割の研究は，輸入比率が
高い産業ほど利潤が小さくなる関係を見出している。このことは，輸入の増
加は市場を競争的にするという理論の想定を支持しているようにみえる。関
税や非関税障壁の存在は，理論的には国内の競争を制限することによって利
潤を高めることが想定される。しかしここにあげられた研究は，この理論的
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な想定を支持していない。これは，もともとそれらを変数としている研究が
少ないためであるが，その中でも結果は分かれている。著者は関税と利潤率
の関係が負になるケースとして，外国企業が支配的な企業で自国企業は小企
業である場合をあげている。この場合，関税は大きな外国企業からの輸入を
阻止し，利潤率の小さな国内の小企業を保護するように働くからである。
輸出と利潤率の関係もストレートではない。同様の結果は，直接投資と利
潤率の間にもあてはまる。 5つの研究が直接投資を説明変数に入れている
が，結果は確定的ではない。直接投資に関しては，その後の実証研究の成果
を取り入れた論文が書かれ，それが10章になっている。そこでは，直接投資
と市場構造に関する理論と実証の様々な問題が指摘されている。
以上の膨大な研究の展望と共に，著者は自ら日本の製造業を対象に実証研
究を行っている（貿易が15章， 直接投資が11章）。 これらの研究は，もっと
もまとまりがあり， 本書の中では高く評価される。貿易に閲する研究 (15
章）から始めよう。論文の前半は分析方法の紹介である。産業サンプルは47
産業，期間は1968~1972年である。分析手段として，多変量回帰分析が用い
られ，従属変数として利潤率（自己資本と総資本）が，独立変数には，集中
度，産業需要成長率，産業の性格（ダミー変数）と輸出集約度と輸入集約度
が用いられている点で，過去の研究を継承している。貿易変数に関する推定
結果は，輸出については有意に正の関係が得られたが，輸入については負の
符号は得られても全体としては有意ではない。これらの結果は先行研究と異
なっており，その理由を著者は輸入比率を用いたことに求めているが， 8章
の表 1から見る限り， 対象としている先行研究も輸入比率を用いているの
で，今一つ理由は明らかではない。
日本における対内直接投資に関する研究は， 1975年から1978年までの製造
業50産業について，外資系企業参入の決定因と市場構造に与える影響の二つ
が検討されている。前者は，集中度(+)，需要成長（＋），製品差別化(-)
を説明変数として，外資系企業のシェアとの関係を求めるものである。カッ
コの符号は予想される関係で， 需要成長を除いて有意な結果が導かれてい
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る。つまり「我が国製造業に対する外資系企業の参入はその市場シェアでみ
るかぎり，集中度が高く，差別化参入障壁の高くない部門において活発であ
る」 (p.162)と結論される。後者の分析は， 集中度を従属変数におき，外
資系企企業のシェア（＋），需要成長（＋），製品差別化（＋）によってそれ
を説明しようとする。需要成長を除けば良い結果が待られている。著者はこ
の結果から， 「高い差別化障壁・需要成長， そして活発な外資系企業の参入
が行われている産業で集中度が引き上げられる傾向にあることが明確にされ
た」 (p.164)と結論する。私には， この種の計量分析に慣れていないため
だと思われるが，二つのまったく反対の因果関係を持つ解釈をどのように和
解させるのか分からない。 また著者の後者の結論は， 1970年までの投資で
あるが「対日直接投資は，特定の産業で市場支配力を実現したり，経済を撹
乱したりするよりも，産業への参入によって競争を促進する効果の方が大き
かった」（関口末夫•松葉光司『日本の直接投資』日本経済新聞社， 1974, 
p. 184)とする見解と異なるが，どうであろうか。
I部には，以上の研究以外に興味深い二つの論文が収められている。一つ
は為替レートと日本の直接投資に関する実証研究 (12章）で，他は写真フィ
ルム産業の産業組織論的な研究である (14章）。為替レートは直接投資の基本
的な要因ではないにしても，大きな影響を与えることは，例えば1980年代初
期のドルの過大評価時期のアメリカの対外投資や1985年のプラザ合意以降の
日本の対外投資の急激な増加を考えれば推察がつく。 12章では日本の対外・
対内直接投資が為替レートにどれほど影響を受けているのかを検討した研究
である。期間は1972年から1983年までで，説明変数を一期前の直接投資（フ
ローとストック値）と為替レートとした単純な推計式から，為替レートをト
レンドからの乖離をとったもの，そして設備投資や貿易収支黒字を加えたも
のまで，いくつかのバリエーションをとっている。推計の結果は，どの推計
式をとっても対外投資は為替レートの変動から予想される方向を示している
が，対内投資は予想と反している。理論的には円高になれば，労働コストな
どは外国の方が相対的に低くなるから，対外投資は増加し対内投資は抑制さ
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れるはずである。著者はこの結果を説明する一つの要因として，外資系企業
の輸入比率が高いことを指摘している。確かにこれは一つの説明かもしれな
いが，私には，対日直接投資がもともと低い水準にあることが重要な要因で
あるように思われる。もっと最近の，例こば1980年代後半の円高の時期をと
ってみたらどうであろうか。
写真フィルム産業は， 板ガラスやビールと並んで極高位寡占型産業であ
る。国内では富士フィルムのシェアが圧倒的であり，世界市場を席巻してい
るコダックのシェアは低い。しかし，周知のように，自動車問題の後にはこ
の産業が日米協議に取り上げられようとしている。アメリカ側の不満は，例
によって，米国企業は強い競争力を持っている（その証拠に外国市場では圧
倒的である）のに日本市場で低いシェアに甘んじているのは，日本の排他的
な流通系列にあるという。 14章における著者の意図も，この点，つまりなぜ
日本市場は世界市場と異なるか，という点である。この産業の特色や市場構
造，輸入比率と集中度の関係などが述べられた後，競争阻害要因が輸入障壁
（関税）， 技術障壁， 販路障壁の三つに分けて論じられている。著者は，日
本の非対称的な寡占構造は，「関税障壁に守られていた時期に富士の首位企
業としての確固たる市場ポジションが確立され，コダックの積極的なマーケ
ティング活動の不足もあって」 (p.215)形成されたとし， 流通系列につい
ては 「輸入比率の拡大や価格競争の展開を妨げたきらいがある」 (p.215) 
と述べている。この章は，特に日米交渉で争点となっている問題だけに興味
深く，参考になる点が多い。しかし，上述の結論に至る議論は簡単すぎて，
説得力のある論証になっていない。残念である。
4. 
皿部は， 日米経済摩擦に関連する 3編の論文からなっている。 17章は内外
価格差問題を扱う。内外価格差は，日本の物価を外国の物価で除した購買力
平価と，現行の為替レートの差によって示される。 1980年代の初めは，二つ
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の為替レートの間にはほとんど差はなかったが，プラザ合意以降の急激な円
高によって，内外価格差が大きくなっていった。経済企画庁を初めとする官
庁は実態調査を発表し，様々な「原因」を指摘している。本章でもそのよう
な政府の調査を用いて，内外価格差のある商品群の分類，購買力平価説，政
府規制と流通系列化の関連，が議論されている。一般に貿易財は貿易障壁や
規制がなければ，国際価格とそれほどかけ離れることはないが，非貿易財は
国内の諸要因の影響を強く受ける。したがって，輸入制限がまだ残っている
農産物や，規制がある石油製品は，円高が小売価格へ反映されることは少な
い。問題は日本独自の流通制度や返品制・リベート制などの取引慣行が，ど
の程度円高の効果を妨げているかである。著者は丸山雅洋氏にしたがって日
本の流通系列化は，欧米に比べて国内価格を割高にはしていないと結論して
いる。
内外価格差は基本的に国内問題であるが，しばしば日本市場の閉鎖性の証
拠として取り上げられるので，経済摩擦と大きく関連している。最後の二つ
の章は，日米間の経済摩擦を取り上げる。 18章は構造協議を， 19章は包括協
議である。いずれも二つの政治化した経済協議を，経済学的な観点から評価
することが目的とされる。日米間の経済摩擦は，二つの側面がある。一つは
経常収支の不均衡問題であり，この収支不均衡をマクロ的な貯蓄•投資バラ
ンスとして考えるか，それともミクロ的な輸出入の差として捉えるかによっ
て問題の理解と処方箋が異なってくる。もう一つの側面は， 日本の市場，ぁ
るいは日本経済そのものが価格メカニズムの働かない「特殊な」市場である
か，という問題である。
二つはもちろん関連しており，アメリカの政府（特に現政府）や議員は，
後者，すなわち日本市場の閉鎖性が原因となって，経常収支の不均衡（日本
の黒字，アメリカの赤字）が発生していると見ている。他方， 日米の少なく
ない経済学者は二つには関連はないが， 日本は市場メカニズムの働かない，
欧米とは異なる経済だと （程度の差はあるものの）考えている。 したがっ
て，アメリカの市場開放要求は， 日本にとっても利益になるから，それを積
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極的に利用して，規制緩和などの国内改革を成し遂げるべきだと主張する。
最後に， 日本の市場閉鎖性は神話であって， 日本の市場は十分に開放されて
おり， 日本的な慣行や制度も経済的（合理的）に説明することが可能で，そ
のような誤った認識に基づいた日米経済協議は，浪費であると主張する人々
もいる。
著者は， 経常収支と市場閉鎖性を結びつける見解に批判的で， マクロ要
因，特に日本の高貯蓄率が経常収支黒字の原因とする見解を支持しているよ
うにみえる。 しかし他方で著者は， 両国の貿易構造が非対称的であること
（所得の弾力性が異なること）が，日本の貿易収支を必然的に黒字化すると
も述べている (pp.314-316)。後者の見解もよく主張されるが，私には，こ
れらの二つの仮説は代替的であって，貯蓄•投資バランス論をとれば，貿易
構造説は捨てなければならないと思われる。著者はどちらの見解を支持して
いるのだろうか。
日本市場閉鎖論に関しては，著者は再三米政府の主張には，経験的な証拠
がないと抑判している。確かに米政府の見方は， 日本市場は閉鎖的であると
するローレンス (RobertLawrence)らの研究に基づいた一方的な見解に
偏っており，バランスを欠いていることは間違いないが，他方で日本政府も
米政府が批判する日本の目に見えない障壁（日本的な制度や慣行）が参入障
壁になっていないと明確な証拠をあげて反論しているわけではない。
市場が閉鎖的かどうかは，すぐれて経済学の問題であり，著者が指摘して
いるように， 「それ自体日米貿易不均衡との存在とは独立に， 競争秩序と経
済厚生の問題として取り組みを要する課題である」 (p.293)が， この面での
研究は，残念ながら，アメリカ側に絶対優位がある。著者の主張には同感す
るところが多いが，ただ著者もまた理論的，経験的な論証なしに断定してい
る箇所が多く見られる。例えば， 輸入自主拡大に関する議論 (p.318-319) 
や米国製自動車の販売増加と企業努力との因果関係の議論 (p.319)など，
まだまだ理論的・実証的吟味を必要とする課題であると思われる。
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5. 
本書は著者の過去10年にわたる研究を，不完全競争（寡占）と貿易を主要
なテーマに再編成した著書である。 I部とI部から分かるように，著者は理
論と実証の両面に研究能力を有する，貴重な，そして大変エネルギッシュな
研究者である。著者には，私も時々参照する明快で標準的な国際金融論の教
科書があり，国際金融論にも詳しい。ただこの教科書に比ぺると，本書はず
っと難解である。これは研究書であるから当然であるが，多少読みづらい箇
所や重複が見られるのが，気に懸かった。例えば， 3章の前半は 1章と同じ
命題を扱っているし， I部の理論的な説明には重複が多い。 I部は，貿易と
投資に関する章を区別し，はじめに理論を説明した章を配置し，次に実証研
究の展望を行い，そして最後に自らの実証研究の論文を配置するような順序
にする方が， すっきりしていたように思われる。重複は参考文献にも見ら
れ，最近の著書の多くがそうしているように，巻末に一括してまとめるか，
あるいは，各部の独立性を重視するのであれば，部末におく方がよかったと
思われる。
以上は細かな点であるが，本書でもっとも惜しまれる点は，皿部の議論で
ある。著者が述べているように，アメリカの対日要求の中には，経済的に見
るとおかしい点が多くある。しかし，他方でアメリカの指摘する日本的な慣
行，例えば，政府と企業の関係，企業間関係，企業慣行，流通制度などは，
市場メカニズムを基本とする観点から見ると，不合理，排他的と見られても
仕方がない面もあろう。そのような日本的なシステムは，広くとらえれば日
本的な寡占構造を形成する要因になっているものと思われる。
著者はI部の実証研究において， 日本の輸入や直接投資が市場構造にどの
ような影響を与えたかを検討しているが，その結果は他国に比ぺると良くな
い。このことは貿易理論が想定する貿易や投資の競争促進効果が，日本では
働きにくいことを示しているとも考えられる。 もちろん， 「回帰分析その他
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の計量経済学的な分析は，大ざっぱな見当をつける第一次接近としては有意
義であるかもしれないが，その結果をあまり過大に評価することは適当では
ない」（今井・宇沢・小宮・根岸・村上『価格理論 m」岩波書店， 1972, 
p. 155)ので，この議論は個別の産業分析で補う必要がある。写真フィルム
産業の事例研究は， この問題を考える上で格好の材料であったと思われる
が，いま一歩踏み込んだ分析が行われていない。日米問題を寡占的な日本市
場の問題としてとらえ，その面からの検討が加えられれば， m部はIl部と関
連して寡占と貿易という全体のテーマに相応しい内容になり，本書はもっと
充実していたと思われる。
以上のコメントは「無い物ねだり」に終始してきたような気がするが，私
は本書から，特にIl部の実証研究の展望や著者自身の研究から，多くのもの
を学ぶことができた。著者は，最近日米間の経済摩擦に深い関心を示してい
るが，そこで問題とされている基本的な点は，日本経済の寡占的な特質をど
のように評価するかである。著者が， 理論と実証の両面での才能を活かし
て，この分野での研究を深められることを期待したい。
